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組合等登記令（昭和 39 年政令第 29 号）（以下「組登令」 という。）第３条第３項の規定

においては、組登令第１条に規定する特定非営利活動法人を含む組合等において資産の総額

に変更が生じたときは、毎事業年度末から「２月」以内に、その主たる事務所の所在地にお

いて、変更の登記をしなければならないこととされています。 

今回、社会福祉法等の一部を改正する法律（平成 28 年法律第 21 号）が施行されることに

伴い、組登令第３条第３項の規定が、下記の通り「２月」以内から「３月」以内に改正され、

平成 28 年４月１日以後に開始する事業年度から適用することとされましたのでお知らせい

たします。本改正は、全ての特定非営利活動法人が対象となります。（詳細は法務局にお問

い合わせください。） 

 

 

記 

 

○ 社会福祉法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備等及び経過措置に関す

る政令（平成二十八年政令第三百四十九号）（抄） 

 

 

（組合等登記令の一部改正） 

第二条 組合等登記令（昭和三十九年政令第二十九号）の一部を次のように改正する。 

第三条第三項中「二月」を「三月」に改める。 

 

 

附 則（抄） 

（施行期日） 

１ この政令は、 平成二十九年四月一日から施行する。 

 

（組合等登記令の一部改正に伴う経過措置） 

２ 第二条の規定による改正後の組合等登記令第三条第三項の規定は、平成二十八年四月一

日以後に開始する事業年度末日現在によりする資産の総額の変更の登記について適用し、

同月一日前に開始した事業年度末日現在によりする資産の総額の変更の登記については、

なお従前の例による。 
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